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長岡京市職員の人事行政運営などの状況を公表します 

―令和４年度― 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

「地方公務員法」では、退職等により職員に欠員が生じた場合に採用や昇任等の方法に

より職員を任命することができるとされています。また、職員の任用（採用や昇任など）

には、受験成績、勤務成績その他の能力の実証に基づいて行うこととされています。 

ここでは、職員の任用の状況や職員数の推移などについて紹介します。 

 

（１）職員の採用・退職状況 

区  分 

3 年 4 月 2 日～４年 4 月 1 日 ４年 4 月 2 日～５年 4 月 1 日 

退 職※1 採 用※1 増 減※３ 退 職※1 採 用※1 増 減※３ 

一般行政職 14 人 15 人 1 人 14 人 16 人 2 人 

税務職※２ 0 人 2 人 2 人 1 人 2 人 1 人 

医療技術職 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

看護・保健職 0 人 1 人 1 人 0 人 1 人 1 人 

福祉職(保育士） 1 人 0 人 △1 人 0 人 1 人 1 人 

企業職※２ 1 人 2 人 1 人 3 人 3 人 0 人 

技能労務職 3 人 0 人 △3 人 2 人 0 人 △2 人 

教育職 1 人 1 人 0 人 2 人 2 人 0 人 

合計 20 人 21 人 1 人 22 人 25 人 3 人 

※１ 国への出向・市への復職が含まれます。 

※２ 税務職・企業職は、調査上の区分で、採用は一般行政職で行っています。 

※３ 職種区分間で異動等がある関係で、「（６）職種別職員数の推移」の表の各職種別の増減数とは一致しません。 

※４ 再任用職員は除きます。 



2  

（２）令和 4 年度職員採用試験 

令和 5 年４月１日採用の状況 

職種 募集人数 受験者数 

（A） 

合格者数 

（B） 

採用者数 競争率 

（A/B） 

事務 9人 111人 17人 16人 6.5倍 

事務 
（障がい者） 

1人 4人 1人 1人 4.0倍 

土木技師 3人 4人 3人 1人 1.3倍 

建築技師 1人 1人 1人 1人 1.0倍 

電気技師 1人 1人 1人 1人 1.0倍 

保健師 1人 5人 1人 1人 5.0倍 

保育士 1人 12人 1人 １人 12.0倍 

※年間に複数回試験を実施した場合の受験者数及び合格者数は延べ人数を記載 

 

（３）昇任の状況（令和５年４月１日） 

係長級 課長補佐級 課長級 次長級 部長級 

7人  8人 8人 5人 1人 

 

（４）退職者の状況（令和 4 年４月２日から令和 5 年４月１日） 

定年退職 勧奨退職 普通退職 分限免職 懲戒免職 死亡退職 合計 

5人 － 13人 － － １人 19人 

※ 派遣、割愛による退職は含まれません。 
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（５）部門別職員数（各年４月１日現在） 

区 分 

部 門 

職  員  数 対前年 

増減数 
主 な 増 減 理 由            

令和4年 令和5年 

普 

通 

会 

計 

部 

門 

一
般
行
政
部
門 

議会  

総務  

税務  

民生  

衛生  

労働  

農林水産  

商工  

土木  

8 
133 
29 

158 
59 
- 
8 
9 

35 

9 
129 
27 

164 
59 
- 
8 
9 

41 

1 
△4 
△2 

6 
0 
- 
0 
0 
6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計  439 446 7 ＜参考＞人口1万人当たり職員数54.43人 

教育部門 67 67 0  

消防部門 - - -  

小計 506 513 7 ＜参考＞人口1万人当たり職員数62.60人 

公

営

企

業

等 

会

計

部

門 

水道 
下水道 
その他 

 22 
 15 
 22 

 24 
 15 
 23 

2 
0 
1 

 

 

小計  59  62 3  

合計 
565 

[ 641 ] 
575 

[ 641 ] 
10 

[ 0 ] 
＜参考＞人口1万人当たり職員数 70.17人 

 

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数です。（令和５年度から再任用職員で勤務時間変更（短時間 

勤務からフルタイム勤務）のあった者等を含みます。） 

２ [     ]内は、条例定数の合計です。 

 

（６）職種別職員数の推移（各年４月１日現在） 

職      種 2 年度 ３年度 4 年度 5 年度 

一般行政職 373 人 379 人 381 人 391 人 

税務職 27 人 28 人 29 人 27 人 

医療技術職 2 人 2 人 2 人 2 人 

看護・保健職 15 人 16 人 17 人 18 人 

福祉職（保育士） 70 人 69 人 68 人 68 人 

企業職 38 人 36 人 37 人 39 人 

技能労務職 32 人 30 人 27 人 26 人 

 教育職 3 人 4 人 4 人 4 人 

合計 560 人 564 人 565 人 575 人 

職員１人当たり人口 145 人 144 人 144 人 143 人 
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（７）年齢別職員数（令和 5 年４月１日現在） 

 

※ 内訳およびグラフ内の％は四捨五入しています。 

 

 

（８）定員適正化 

長岡京市では、平成６年度（計画年度は平成７年度）から定員管理計画に基づき、職

員数の適正化に努めてきました。 

⚫ 定員管理計画とは 

定員管理計画とは、各地方公共団体が、情勢の変化に対応し、的確に行政サービスを

提供していくために、同じ人口規模で産業構造（農村型や都市型など）が類似している

都市との比較や定員モデル（総務省が示すモデル数値）との比較を行い、中長期的変化

を視野に定員の適正化を図る計画です。 

⚫ 長岡京市の定員管理のこれまでの経緯 

計画名 定員管理計画 
第二次 

定員管理計画 

第二次 

定員管理計画

（延長版） 

第３次 

定員管理計画 

第４次 

定員管理計画 

第 5 次 

定員管理計画 

年 度 H12～H16年度 H17～H21年度 H22～H23年度 H24～H28年度 H29～R3年度 R4～R8年度 

目 標 
※1 

職員１人対 

市民１１０人 
574人 568人 556人 

556人 

※3 

556人 

※3 

実 績 
※1 

職員１人対 

市民１１１人 

（702人※2） 

572人 566人 558人 564人 ― 

増 減 48人の削減 52人の削減 6人の削減 8人の削減 6人の増加 ― 

※１ 目標および実績の職員数は、計画最終年度の４月１日現在の職員数です。 

※２ 平成１３年４月１日に、長岡京市消防本部（７７人）が乙訓消防組合に移管しました。実績人 

年齢別職員数の内訳 

 

10代  3人（ 0.5％） 

20代 130人（22.6％） 

30代 185人（32.2％） 

40代 148人（25.8％） 

50代 102人（17.7％） 

60代  7人（ 1.2％） 
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数には、移管時の消防職員７７人分も含めた数値を使用しています。また、教育長（１人）も 

含まれています。 

※３ 目標値５５６人を実質的に充足させるため、第４次定員管理計画では５６５人、第５次定員管 

理計画では５７０人の目標値を上限に弾力的に運用します。 

 

⚫ 今後の定員管理について 

令和４年度からは、令和８年度までをその期間と定めた第５次定員管理計画を実施し

ています。この計画では、計画目標値の５５６人を実質的に充足させるため、５７０人

の目標値を上限として設定し、この中で弾力的に運用しています。 

令和５年度から、定年の段階的な引き上げが実施される中、再任用職員で勤務時間変

更（短時間勤務からフルタイム勤務）があったこと等から、計画の修正を検討していま

す。 

550

600

650

700

750

800

H12H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30H31 R2 R3 R4 R5

570人

（上限値）

人

年度

定員管理計画と職員数の推移

目標

実績

上限

 

（注）平成２９年度～令和５年度については、定員管理計画に具体的な目標値の設定がないため、上

限値を示しています（線グラフ）。なお、上限値及び実数値には再任用職員を含みません。 
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２ 職員の人事評価の状況 

本市は「長岡京市人材育成基本方針」において、地方分権の進展に伴う行財政改革と、

少子高齢化・情報化社会の進展など行政を取り巻く環境が変化する中、ますます複雑多様

化する行政需要に対応して、創造的で革新的な政策提言ができ、質の高い行政サービスの

提供ができる人材の育成をめざしています。 

その基本方針の一つである職員の「人材育成」を第一義に掲げて、意欲と能力を持って

職務にあたることをめざし、業務の目標管理における達成度の評価としての「成果評価」

と、職務遂行能力を発揮する度合の評価としての「能力評価」の２つを総合評価する『人

事評価制度』を平成２１年度から本実施しています。平成２８年度からは、地方公務員法

が改正されたこともあり、保育士と技能労務職員を対象として加え、全職員に人事評価を

実施しています。 

人事評価の結果については、平成２１年度より１年間の評価結果を５段階に区分し、職

員の処遇に反映させているとともに、公正な人事の確保、職員の能力の開発や意欲の高揚、

管理監督者の指導育成力の向上をめざし活用しています。 

 

  その他、人事評価の概要は以下のとおりです。 

① 目的 

職員の育成（人材育成）、組織の成果向上、適正な処遇 

② 評価体系 

多段階評価 自己（本人）評価、一次評価、二次評価、調整評価  

③ 成果評価 

目標挑戦度（３段階）と役割期待度（５段階） 

④ 能力評価 

コンピテンシー評価を基本とした評価で、役職４区分と保育士と技能労務職の区

分に基づき、基礎力、応用力、総合力の評価項目 

 

◼ コンピテンシー評価  

優秀な職員の行動を見習うことで、組織の効率を高め業績の向上を目指すものである。本市では、

人材育成基本方針に掲げる求められる公務員像を基とした項目を評価の基本としている。 
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3 職員の給与の状況 

（１）人件費の状況（令和４年度普通会計決算） 

歳出額 

Ａ 

うち、人件費 

Ｂ 

人件費率 

（Ｂ/Ａ） 

（参考） 

３年度の人件費率 

38,366,118千円 5,195,211千円 13.5％ 14.6％ 

 

（２）職員給与費の状況（令和４年度普通会計決算） 

 

職員数 

Ａ 

給       与       費 （参考） 

給  料 職員手当 
期末・勤勉 

手当 
計 

一人当たり給与費 

Ｂ/A 

506人 1,827,392千円 607,698千円 790,128千円 3,225,218千円 6,373千円 

 

（３）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和４年４月 1 日現在）  

  ◆ 一般行政職 

注１ 「平均給料月額」とは、令和 4年 4月 1日現在における職種ごとの職員の基本給の平均。 

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外手当などのすべて 

の諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において、明らかにされているものである。 

      また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を 

除いたもの）で算出している。 

（４）職員の初任給の状況（令和４年４月 1 日現在） 

区 分 長岡京市 京都府 国 

一般行政職 
大学卒 188,700円 191,000円 182,200円 

高校卒 154,900円 156,700円 150,600円 

 

（5）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和４年４月 1 日現在） 

区 分 経験年数 10 年 経験年数 20 年 経験年数 25 年 経験年数 30 年 

一般行政職 
大学卒 280,177円 325,933円 ― 396,855円 

高校卒 223,200円 341,100円 ― 379,975円 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国比較ベース） 

長岡京市 38.6歳 303,700円 411,356円 371,025円 

京都府 41.8歳 310,247円 402,224円 359,754円 

国 42.7歳 323,711円 405,049円 ― 

類似団体 41.5歳 309,908円 392,862円 356,010円 



8  

4 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 職員の勤務条件や休暇制度については、「長岡京市職員の勤務時間、休暇等に関する条例」

等に定めています。 

 ここでは、職員の勤務時間や休暇の概要について紹介します。 

 

（１）勤務時間の状況（標準的な場合） 

勤務時間 休憩時間 １週間の勤務時間 

8時 30分～17時 15分 12時 00分～13時 00分 38時間 45分 

※ 休憩時間‥‥勤務を要しない時間で勤務時間に含まれません。 

 

（２）休暇等の概要 

種  類 内  容 

年次有給休暇 20 日。繰越限度は 20日 

病気休暇 
公務災害：必要と認められる期間。結核：１年を超えない範囲内で必要と認
められる期間。その他：90日を超えない範囲内で必要と認められる期間 

公民権の行使 必要と認められる期間 

証人等出頭 必要と認められる期間 

ドナー休暇 必要と認められる期間 

ボランティア休暇 ５日以内 

結婚休暇 連続する８日以内 

出生サポート休暇 ５日以内 

妊婦検診 
妊娠満 23週まで 4週間につき 1回。妊娠満 24週から満 35週までは２週間につき１

回。妊娠満 36週から出産までは１週間に１回。産後１年まではその間に１回。 

通勤緩和（妊婦の時間短縮） １日１回 30 分以内 

産前休暇 出産予定日を含む８週間（多胎妊娠の場合は 14週間）以内 

産後休暇 出産日の翌日から８週間 

育児時間 １日２回。それぞれ 30分以内 

妻の出産 ３日以内 

育児参加休暇 
出産予定日の６週間前から出産後１年を経過する日までの期間のうち、  
５日以内 

子の看護 ５日以内（２人以上の場合は 10 日以内） 

短期介護休暇 ５日以内（要介護者２人以上の場合は 10日以内） 
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種  類 内  容 

忌引 続柄により１～10日以内 

父母の祭日 １日以内 

夏季休暇 ５日以内 

感染症に係る交通の制限等 必要と認められる期間 

住居の滅失 ７日以内 

災害による不可抗力 必要と認められる期間 

交通機関の遅延 必要と認められる期間 

災害回避  必要と認められる期間 

介護休暇 ３回を超えず、かつ 180日以内の必要と認められる期間。無給 

介護時間 ３年の期間内において１日につき２時間以内 

組合休暇 １の年につき 30日以内。無給 

 

（３）年次有給休暇の取得状況 

一般職員の年次有給休暇の取得状況 

総付与日数 総取得日数 全対象職員数 平均取得日数 取得率 

11,022.4日 3,329.4日 285人 11.7日 30.2％ 

対象期間：令和４年１月１日～令和４年１２月３１日 

対象職員：市長部局に勤務する職員（現業職、保育士、対象期間中に勤務しない期間がある職員除く） 

 

 



10  

5 職員の休業に関する状況 

職員の休業制度については、「長岡京市職員の育児休業等に関する条例」等に定めてい

ます。 

（１）休業の種類 

種 類 内 容 

育児休業 ３歳に満たない子を養育するための休業。無給。 

部分休業 
小学校就学の始期に達するまでの子を養育するために１日の勤務時間の一部に

ついて勤務しないことができる休業。 

介護時間 
連続する３年の期間内において１日につき２時間の範囲内で勤務しないことが

できる休業。 

 

（２）令和４年度における育児休業及び部分休業の取得状況 

性 別 育児休業取得者数 部分休業取得者数 うち両休業取得者数 

男性職員 １０人 ２人 ０人 

女性職員 ３８人 ３５人 ９人 

   計 ４８人 ３７人 ９人 
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6 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 職員の不利益となる処分に分限処分と懲戒処分があります。 

 分限処分とは、職員がその職責を十分に果たすことができない場合など一定の事由があ

る場合に、公務能率の維持向上のため、職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたら

す処分です。 

 一方、懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うことにより、公

務における規律と秩序の保持を目的とするものです。 

 ここでは、職員の分限処分者数及び懲戒処分者数の状況について紹介します。 

 

（１）令和４年度における分限処分 

                                  単位：件 

区    分 降任 免職 休職 降給 計 失職 

勤務実績が良くない場合 ― ― ― ― ― ― 

心身の故障の場合 ― ― ４０ ― ４０ ― 

職に必要な適格性を欠く場合 ― ― ― ― ― ― 

職制、定数の改廃、予算の減少に

より廃職、過員を生じた場合 
― ― ― ― ― ― 

刑事事件に関し起訴された場合 ― ― ― ― ― ― 

条例で定められた場合（公共的施

設等で職務に関連する事項の調

査、研究等に従事する場合、公共

的機関で市長が指定する業務に

従事する場合、生死不明又は所在

不明になった場合） 

― ― ― ― ― ― 

合計 ― ― ４０ ― ４０ ― 

欠格条項により失職した者 ― ― ― ― ― ― 

※ 延べの件数であり、実休職者は１４人。 

 

（２）懲戒処分                             単位：件 

区    分 戒告 減給 停職 免職 合計 

法令に違反した場合 ― ― ― ― ― 

職務上の義務に違反し又は職務

を怠った場合 
― ― ― ― ― 

全体の奉仕者たるにふさわしく

ない非行のあった場合 
― ― ― ― ― 

合計 ― ― ― ― ― 
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7 職員の服務の状況 

 地方公務員法第３０条においては、職員の服務の根本基準として①職員が全体の奉仕者

として公共の利益のために勤務すべきこと②職員は職務の遂行に当たって全力をあげて勤

務すべきことの二つを規定しています。 

 ここでは、この服務の根本である職務に専念する義務を免除される場合や営利企業への

従事制限についてその概要を紹介します。 

（１）職務に専念する義務の免除 

種  類 内  容 

研修を受ける場合 必要と認められる時間又は期間 

厚生に関する計画の実施に参加する場合 必要と認められる時間又は期間 

地公法第 46 条の規定による場合 
勤務条件に関する措置の要求若しくは審査を請求する場合

必要と認められる時間又は期間 

地公法第 49 条第２項の規定による場合 
不利益処分に関する措置の要求若しくは審査を請求する場

合必要と認められる時間又は期間 

地公法第 55 条第 11 項の規定による場合 
職員団体に属していない職員の不満の表明又は意見の申し

出をする場合必要と認められる時間又は期間 

地方公務員法第 55 条の２第 6 項の規定
に基づく場合（組合専免） 

必要と認められる時間又は期間 

長岡京市の特別職として他の職を兼ねた
場合 

その職の事務を行う場合必要と認められる時間又は期間 

職務に関連のある国家公務員又は他の地方公

共団体の公務員として職を兼ねた場合 
その職の事務を行う場合必要と認められる時間又は期間 

行政運営上必要と認められる団体等の地
位を兼ねる場合 

その職の事務を行う場合必要と認められる時間又は期間 

教養を目的とする講座への参加  必要と認められる時間又は期間 

国又は他の地方公共団体が実施する試験
を受ける場合 

必要と認められる時間又は期間 

リフレッシュ休暇 
勤続 10年：連続する 4日以内、勤続 20 年：連続する 5日以内、 

勤続 30年：連続する 7日以内 

人間ドックを受診する場合 必要と認められる時間（年度１回） 

定期健康診断の精密検査の場合 必要と認められる時間（年度１回） 
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（２）職員の営利企業等従事許可 

  地方公務員法第３８条において市の職員には営利企業への従事制限があり、営利企業

等へ従事する場合には、任命権者の許可が必要となります。 

  任命権者が許可をする場合には、次の３点に該当していないことが条件となります。 

① 職務の遂行に支障を及ぼすおそれのある場合 

② 職員が占めている職と兼ねようとする地位又は従事しようとする事業若しくは事

務との間に特別の利害関係があり、又はその発生のおそれがある場合 

③ 職員の身分上ふさわしからぬ性質をもつ場合 

許可される主なものとしては、外郭団体等本市関係団体の役員を兼ねる場合、選挙事

務、国などの統計調査員、本人の知識や業務経験に基づき公共性の高い団体が主催する

講演会での講師などがあります。 
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8 職員の退職管理の状況 

地方公務員法の規定に基づいて、平成２８年４月１日に長岡京市職員の退職管理に関す

る規則を施行しました。この規則等では、退職して営利企業等に再就職した元職員が、離

職前５年間に在職していた組織の職員に対して、離職後２年間は再就職先の契約等事務に

関する働きかけを禁止しています。 

また、部長級の職にあった者が、離職後２年間に営利企業等に再就職した場合に、再就

職先の情報を任命権者に届け出ることや再就職先のあっせんを受けないことを求めていま

す。 

 

⚫ 令和４年度の退職者数（部長級）   １名 

⚫ うち再就職情報の届出件数      ０件 
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9 職員の研修の状況 

本市では「長岡京市人材育成基本方針」に基づき、行政職員として必要で高度な専門的

知識だけでなく、幅広い知識の習得と対人能力等の向上を図り、職員一人ひとりが生き生

きと働き、士気の高い職場環境づくりに努め、バランスのとれた組織運営を進めるために

『職員研修』を実施しています。 

 

（１）令和４年度の研修目標 

① 職場内研修の推進 

管理・監督者及び先輩が職場内で指導を進めていくＯＪＴ研修の推進を図る。 

② 集合研修の充実 

職場を離れて実施する集合研修では、新入職員、中級、監督職、管理職の階層別研

修と、時勢に適応し公務員として常に必要な課題やテーマ別の研修を充実させていく。 

③ 人事評価制度運用研修の実施 

人事評価制度の実施については、評価の公平性と客観性を確保することが重要であ

るため、評価者研修、被評価者研修及び運用研修を実施し、制度運用の適正化を図る。 

④ 派遣研修への積極参加 

（公財）京都府市町村振興協会や全国市町村国際文化研修所をはじめ民間の研修機

関等が主催する専門分野の研修に積極的に職員を派遣する。 

⑤ 通信研修への支援 

職員が自己啓発として公開講座や通信研修を受講したことに対して、経費の一部を

助成する制度を積極的に周知し活用促進を図る。 
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（２）令和４年度実施研修一覧 

  （単位：人） 

研修区分 研  修  名 参加人員 

Ⅰ 

集 

合 

研 

修 

１．階 層 別  1) 新入職員研修 18 

2) 新入職員文書研修 19 

3) 新入職員環境研修 18 

4) 新入職員福祉施設実地体験研修 17 

5) 新入職員西山森林整備研修   17 

6) 中級Ⅰ部職員研修 26 

7) 中級Ⅱ部職員研修 17 

8) 新任主査級研修 16 

9) 新任課長補佐級研修 8 

10) 新任管理職研修 11 

11) 人事評価制度運用研修（新任課長級対象） 12 

12) 人事評価制度運用研修（新入職員対象） 21 

13) 人事評価制度運用研修（部局別の管理職対象【春】） 89 

14) 人事評価制度運用研修（部局別の管理職対象【冬】） 89 

２．その他 1) 職員基礎研修（6月） 91 

2) 職員基礎研修（10月） 44 

3) ＯＪＴ研修 17 

4) 企画力研修 17 

5) 情報セキュリティ研修（e-ラーニング） 18 

6) ハラスメント防止研修 77 

7) メンタルヘルス研修 66 

8) ＤＸ研修（データ利活用入門セミナー） 43 

9) ＤＸ研修（ＡＩ・ＲＰＡ導入セミナー） 33 

10) ＬＧＢＴ研修（動画視聴） 24 

11) 法制執務研修 4 

12) 障がいのある人への対応に係る職員研修 63 

13) 人権研修 59 

14) 市民参画協働研修 17 

15) 市内事業所女性活躍推進ネットワーク研修 3 

小  計 954 

 

 
Ⅱ 

派
遣
研
修 

１．京都府市町村振興協会 51 

２．全国市町村国際文化研修所 

  

12 

３．日本経営協会 10 

４．その他の研修機関 6 

小  計 79 
Ⅲ 
通信 
研修 

自己啓発支援研修（通信講座等）・自己啓発研修（公開講座等） 2 

合  計 1,035 
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10 職員の福祉及び利益の保護の状況 

地方公務員法第４１条の規定の趣旨に基づき、職員の相互共済及び福利厚生を推進して

います。ここでは、福利厚生の事業について紹介します。 

（１）共済組合（京都府市町村職員共済組合員数：783 人(短期組合員:214 人含む）)          

短期（保健）給付事業 長期（年金）給付事業 福祉事業 

給付内容 件数 給付内容 件数 事業内容 件数 

療養費 8 退職共済  貸付 ①普通 2 

家族療養費 7  （年金受給開始者） 0   ②特別 1 

出産費 6 障害共済    ③住宅 0 

配偶者等出産費 2  （年金受給開始者） 0   ④出産 0 

埋葬料 1 遺族共済    ⑤高額医療 0 

家族埋葬料 0  （年金受給開始者） 0 宿泊保養施設利用助成 4 

傷病手当金 13   ライフプラン講座等 14 

育児休業手当 39   貯金事業加入者数 360 

介護休業手当金 4      

 

（２）共済事業（年度末現在、件数） 

4年度     前年度     ・財形貯蓄加入  4年度     前年度 

・団体生保加入     628      679          一  般        71          74 

・団体損保加入     5          5       住  宅           21          21 

・火災共済加入     74        87       年  金           24          24 

 

（３）長岡京市職員厚生会（会員数：585 人（令和 4 年 4 月 1 日現在）） 

＊ 京都府が公表している値とは若干異なります。 

給付事業（会費） 件数 福祉事業（市負担） 件数 

事業区分 4 年度 前年度 事業区分 4 年度 前年度 

退会給付 20 23 貸付事業 19 19 

フレックスプラン給付 73 74 健康管理等支援事業 

（令和元年度開始）消化率  
34.6％ 37.1％ 

療養 ・火災見舞金 0 0 

弔慰金 13 19 百万歩運動達成者  75 83 

祝賀金 0 0    

会員掛金率 4.2/1000 4.2/1000 市負担金率 4/1000 4/1000 

会員会費総額 8,716千円 8,801千円 市負担金総額 8,631千円 8,382千円 

一人当たり掛金額 約 14,899円 約 15,096円 一人当たり負担額＊ 約 14,754円 約 14,377円 
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（４）健康管理 

区 分 実施時期 日数 受診者 備   考 前年度 

巡回健診 

（令和 4 年 10 月から協会けん

ぽ加入者は共済組合員に移行。

その以前に行った健診では定

期健康診断として受診）     

令和 4年 6月 27日  

～30日 
4 529 

市町村職員共済組合員   372 361 

会計年度任用職員・再任用職員      

            156 
107 

任意継続         1 0 

特殊健康診断 

（腰痛） 
令和 4年 11月 2 24 保育士・調理員・作業員 30 

情報機器作業健康診断 令和 4年 11月 2 79 パソコン等操作職員  106 

人間ドック利用 
令和 4年 4月 1日～ 

令和 4年 12月 31日 
- 185 市町村共済組合 169 

Ｂ型肝炎予防接種 
令和 4年 9月～ 

令和 5年 3月 
- 0 

対象職員の内、抗体価減少者・

未接種者 
1 

アスベスト検診 
令和 4年 6月 27日 

～30日 
4 3 アスベスト関連業務従事者 1 

保健指導・健康相談 
令和 4年 4月 1日～ 

令和 5年 3月 31日  
36 161 

保健指導・受診勧奨   98 110 

健康相談         63 38 

 

（５）公務災害 

 職員が公務中に負傷した場合や公務が起因で病気になった場合、通勤途上で負傷した場

合に、地方公務員災害補償法に基づき補償を行っています。令和 4 年度の認定状況は次の

とおりです。 

 4 年度 前年度 

公務災害認定者 7人 1人 

通勤災害認定者 3人 1人 
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11 公平委員会に関する事項 

（１） 職員の勤務条件に関する措置の要求状況 

令和４年度 0件 

（２） 職員に対する不利益処分についての審査請求 

令和４年度 0件 

 

 


